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通信地下ケーブルは道路下に埋設され,面的な広がりを持って構成されている．しかし河川等の横断区間

では一時的に集約され,専用橋あるいは橋梁に添架された管路に収容される．これらが被災を受けると通信

に大きな影響を与えることが予想される.また専用橋が落橋に至る被災を受ければ第三者に被害を及ぼす可

能性がある.全国に約4500橋ある専用橋に対して効果的かつ効率的に耐震対策を実施するため,専用橋の重

要度,必要な耐震性能の定義を設定し,耐震性能評価の手順を整理し、個々の専用橋の耐震性を簡易に評価

する手法を検討した. 
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１．はじめに 
 
 兵庫県南部地震以降,社会インフラの防災性能は大幅

に見直され,稀に発生する大規模地震に対しても所定の

機能が要求されている．平成14年には道路橋示方書も

レベル2地震動に対して必要な耐震性を確保する内容に

改定されている.このような社会の要求から専用橋につ

いても耐震性能の向上を図る必要がある． 
 兵庫県南部地震も含め，専用橋は幸いにも過去に落

橋等の大きな被災はなく, 耐震性検討は先送りされて

きた．しかし,専用橋は構造的に慣性力の影響を受けや

すい.通信ケーブルの損傷はなかったが,新潟県中越地

震5),能登半島地震においても専用橋の被災が報告され

ている.また落橋には至らなかったが,支承部の破損に

より上部工が不安定な構造になった事例も報告されて

いる.これらの事例から専用橋が通信網の弱点になるこ

とが懸念される.今回,専用橋の耐震性強化を合理的に

進める手順を検討するため委員会を設置し,被災事例の

分析,道路橋示方書を参考にした耐震性能の評価手順の

整理を行い、個々の専用橋の耐震性能を簡易に評価す

る手法を検討した. 

 

 

２．専用橋の種別と特徴 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1) 橋桁の種別と特徴 
 専用橋は主に道路に埋設された通信ケーブルが河川

等を横断するために設置される．このため図-1に示す

ように道路橋の近傍に設置されているのが一般的であ

る．支持するのは通信ケーブル、管路、橋桁であり荷

重は小さく, 道路橋と比較すると橋桁断面の小さい軽

い橋となっている． 

橋桁には多様な橋種が使用されているが、ＮＴＴグ

ループでは圧延鋼桁橋,プレートガータ橋,トラス橋,パ

イプビーム橋と呼ばれれる４種の専用橋については社

内で設計図が標準化されている．圧延鋼桁橋は溝型鋼2

本を主桁とした橋で支間長20m程度の小規模の専用橋に

 
図-1 専用橋設置状況 
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用いられる.全専用橋に対する設置比率は52％である.

プレートガータ橋はⅠ型鋼2本を主桁とし,支間長40m以

下の中規模の専用橋に多く使用されている.設置比率は

10％である.トラス橋の構造は道路橋,他の橋梁と同じ

である.支間長60m程度までの大規模な専用橋に多く使

用されている.設置比率は2％である.パイプビーム橋は

鋼管１本を主桁とし,鋼管内に管路,ケーブルを収容し

た専用橋である.近年になって標準化された支間長30ｍ

までの比較的小規模な専用橋である.設置比率は6％で

ある.これら標準化された専用橋の設置比率は全専用橋

に対して71％を占めている.今回の検討は標準化された

4種の専用橋に対して実施している.   

                                                                                                                                                                    

(2) 橋台の種別と特徴 
 専用橋は道路橋に隣接して設置されているため、道

路橋と橋台を共有しているケースも多い．単独で使用

する橋台には，重力式,逆Ｔ式, マンホールと橋台を兼

用したマンホール兼用式がある．重力式と逆Ｔ式の形

状は道路橋の橋台と代わらないが,規模は支持荷重に見

合う小型のものが多い．この2種の橋台は橋桁と同様に

標準化された設計図により設計可能である．設置比率

も重力式が58％,逆Ｔ式が27％と高くなっている． こ

の他にはＭＨ兼用式橋台が15％あり,この3種でほぼ

100％となる． 

 

 

３．専用橋の地震被災 

 

図-2に浦河沖地震以降の主だった地震による被災状

況を示した．最も大規模な被災を受けた兵庫県南部地

震の被災記録が不完全ではあるが,過去の被災事例から

定性的に被災の傾向を把握することは可能と思われる． 

ただし,第三者被害と通信への影響を考慮し被災に重

み付けをする必要がある．上部工の主桁損傷は主桁に

座屈が生じている6）が,落橋もしくは通信ケーブルに損

傷を与える大きな変形でない．支承損傷は図-3に破損

状況写真を示した．支承が破損することにより,上部工

は不安定な構造となり落橋の可能性が生じる．下部工

のクラック・剥離については橋台が崩壊するような激

しい損傷ではなく,落橋の危険性は少ない．橋台背面側

の沈下は橋台に拘束された管路を沈下により押し下げ

ることになるため,通信ケーブルが切断される可能性が

ある.橋台の移動については液状化による変形計算およ

び道路橋の被災事例から橋桁が橋台の移動を抑制する

効果があることが分かっている.このため落橋に至るこ

とは少なく,通信ケーブルの切断に至るような変位が生

じる可能性も低いと判断した．管路部は平常時に通信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケーブルを保護する機能を持つが,地震による破損が生

じても更に外力が通信ケーブルに作用しなければ損傷

する可能性は少ないと考えられる．以上のことをまと

め,支承破損3％と橋台背面の沈下22％が第三者被害の

発生および通信へ影響を与える危険性の高い被災と判

断した. 

 

 

４． 専用橋に求める耐震性能 

 

(1)専用橋の重要度区分 
専用橋はそれぞれ設置状況や通信設備としての重要

性が異なっている.災害時における通信の確保と第三者

被害の防止を優先課題と考え,かつ,効率的に耐震対策

を施すために設置状況に対する重要性と通信設備の重

要性から専用橋をランク分けして対策を検討した．通

信設備および橋の機能の重要性に応じて重要度の高い

専用橋をランクＡ,重要度が標準的な専用橋をランクＢ

とした.表-1に専用橋の重要度による区分として対象と

なる橋梁を示した．ランクＡの橋梁は通信設備として

の重要性と社会的影響としての重要性からＡ-1とＡ-2

に分けた. 

 

 
図-3 支承の破損状況 

図-2 専用橋の地震被災内容 
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(2)専用橋に要求される耐震性能 

Ｌ1地震動とＬ2地震動に対する要求性能を道路橋示

方書を踏まえて表-2に整理した． 

耐震性能1に対する専用橋の限界状態は地震力による

応力が弾性範囲内に留まり,専用橋,通信ケーブルとも

に損傷を受けない状態とした．耐震性能2に対しては専

用橋の機能回復が可能な範囲の損傷に留まり,通信ケー

ブルに損傷を与えない状態とした.塑性化を考慮した橋

台,橋脚に塑性変形が生じ,支承部が過度の変形を生じ

ない範囲で破損する.耐震性能3に対しては専用橋各部

材に塑性変形と通信ケーブルの一部に損傷が生じるが,

専用橋は不安定構造にはならない状態とした．落橋に

は至らないが,支承部の破損,橋台背面側の陥没,主桁の

座屈等により一部の通信ケーブルに損傷が生じる. 

 

 

５．専用橋の耐震性評価 

 

（1）上部工の耐震性評価 

 専用橋の耐震性評価の手順は道路橋示方書に準拠し

実施した.図-2に示した被災内容から上部工の被災は全

体の5％にすぎない.しかしながら,落橋に至る危険性を

考えたならば, 破損により上部工と下部工の連結を失

い不安定構造となる支承部は弱点箇所と言える.上部工

に所定の慣性力を作用させて耐震解析を行った結果か

らも，パイプビーム橋を除く3橋についてはアンカーボ

ルトが,パイプビーム橋についてはリングサポートが他

の部材に比べ,必要耐力が不足することが判明した. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の部材に比べ,必要耐力が不足することが判明した. 

このことから専用橋の耐震性はアンカーボルトもし

くはリングサポートの耐力と地震力の比較によって評

価することとした.評価の一例としてプレートガータ橋

の結果を図-4に示す.橋長とケーブル条数から求められ

る地震力による橋台反力と, アンカーボルトもしくは

リングサポートの耐力から算出される許容反力の比較

よって,耐震性の評価が可能となっている. プレートガ

ータ橋は積雪地域を除けば許容反力が橋台反力を上回

り,Ｌ２地震動による落橋の可能性は少ない.設置数の

52％を占める圧延鋼桁橋については積雪地における許

容反力が橋台反力を上回り,落橋の可能性は極めて低 

い.トラス橋、パイプビーム橋についても同様の耐震性

の評価が可能となった. 

  

（2）液状化による地盤の変形計算 

 被災率の 22％を占める橋台背面側の沈下,その中でも

大きな沈下が想定される地盤の液状化に対して通信ケ

ーブルの安全性を検討した.橋台の諸元および地盤定数

が地盤流動によって生じる残留変位量に与える影響を

解析した.残留変位量の算定手法としては橋台および周

辺地盤を一体化とした２次元 FEM でモデル化し,液状化

層の剛性低下を考慮した静的な残留変形解析（解析コ

ード「ALID」1）)を用いた.「ALID」は液状化した地盤が

水平方向に移動する側方流動量,液状化層の過剰間隙水

圧の消散によって生じる沈下を定量的に予測する地盤

の永久変形解析手法である.解析手法としての ALID の

特徴は液状化による地盤流動メカニズムを液状化発生

と加振の継続，土粒子構造の劣化，液状化層の剛性低

下としてとらえ、流動解析を地盤の剛性低下を考慮し

た静的な自重解析に帰着させた点である. 解析ケース

を表-3 に,地盤定数を表-4,構造物の材料定数を表-5 に

示す. 

ALIDによる解析結果の一例として,液状化層厚が残留

変位に与える影響の解析結果を図-5に示す.また表-3の 

 

表-1 専用橋の重要度による区分 

図-4 ﾌ゚ ﾚー ﾄｶ゙ ﾀー橋の橋長,添架条数と橋台反力の関係 

 

表-2 専用橋の要求性能 
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解析ケースを行った結果以下のことが確認された. 

 

①� 液状化層の増加に伴い,橋台に生じる変位量は,鉛

直方向,水平方向に増加する. 

②� 左右岸からの水平方向変位は,支間長が狭い場合に

はお互いに抑制し、支間長が増加するとその効果

がうすれ水平変位が増加する傾向にある. 

③� 躯体高の増加に伴い,橋台前面側と背面側との不均

衡差が増加することに起因して,水平変位量も増加

する傾向がある.しかし,鉛直方向変位については

大きな差が生じない. 

④� 上部工の存在が橋台に生じる変位量（特に水平方

向）を抑制する効果がある. 

⑤� 直接基礎の橋台については,水平方向,鉛直方向共 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に多大な変量を生じる可能性が高い. 

⑥ 重力式・逆Ｔ式・ＭＨ兼用式の橋台形式の違いに

よる水平方向,鉛直方向共に有意差はない.  

  

次に被災事例から被災が発生する沈下量の推定を試

みた.沈下量が20cmを超えると被災が生じている事例は

あるが,件数が少なく被災と沈下量の関係を一概に断じ

ることはできない.このため解析により通信ケーブル被

災と沈下量の関係を求めた. 

 

(3)管路の耐震性評価 

不等沈下が生じやすい橋台背面側には鋼管が使用さ

れている.このため,せん断,曲げによる破損は生じ難く,

被災は沈下に伴う管路の抜け出しにより発生すると仮

定した.解析モデルを図-63)に示す.解析手順を以下に示

す.完全弾塑性型の非線形ばねで支持されたはり解析に

より,沈下量δに応じた弾性線形を求める.微分方程式 

 

表-3 ALIDによる解析ケース 

 

表-4 解析に用いた地盤定数 

表-5 解析に用いた構造物の材料定数  

図-5 ALIDによる液状化層厚-残留変位の解析結果 
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より等分布力が作用する区間長さLとたわみ曲線ｗ(ｘ) 

が決まる.たわみ曲線を積分することにより,曲線長を

計算し,元の長さLを引いた伸び量を引き出し長とする. 

求められた沈下量と管の抜き出し長を図-7に示す.管

の抜き出し長が5cmに達する沈下量はヒンジ端で約50cm,

固定端で約70cmであり，沈下量の約10%が引き出される

結果となっている.しかし,この変位量は割り増して考

える必要がある.１つは通常,管路が多条布設されてい

ることである.多条布設は管路１本の場合と比較すると

地盤抵抗力が大きくなる.地盤抵抗力が大きければ,曲

げ変形区間は短くなり,曲げ変形は大きくなる.その結

果,管の引き出し長は大きくなる.もう1つは管路に継手

部があることである.継手部の曲げ剛性ＥＩは一般部に

比べて小さくなると考えられる.曲げ剛性ＥＩが小さく

なれば曲げ変形は大きくなり,管の引き出し長は大きく

なる.これらのことから引き出し長の推定結果には安全

率2を見込み,沈下量の20％程度の引き抜き長が発生す

ると考える. 

一方,橋台背面側には伸縮継手が使用され,地盤の変

状に追従できる構造となっている．しかし,その機能は

建設年次によって異なる. 現在は1983年に導入された

引き抜き量145mmの離脱防止継手が使用されており,     

専用橋の約3割に設置されている. 1965年～1982年には

引き抜き量85mmの鋼管伸縮継手とＰＳ伸縮継手（伸縮

構造は同じであるため,以下ＰＳ伸縮継手を代表とし、

鋼管伸縮継手を含む）が使用され,現在も専用橋の約７

割に設置される. 1964年以前には温度伸縮だけを見込

んだ継手もしくは伸縮が考慮されていない設備がわず

かにある.離脱防止継手が使用された専用橋では橋台背

面側の沈下によりケーブルが被災した報告はなく,被災

はＰＳ伸縮継手以前の設備で発生している.1964年以前 

の設備については許容沈下量は設定できず,沈下が想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

される地盤では被災する可能性が高い.ＰＳ伸縮継手の 

引き抜き量から推定する許容沈下量は425mmとなるが,

件数は少ないものの被災事例が沈下量200mmから発生し

ていることを考慮し,許容沈下量は300mmとした.沈下量

が300㎜を超える場合には耐震対策が必要となるが,そ

の判定方法として,液状化層厚の5％を沈下量として見

込む方法2),4)を用いることとした.この方法の適正につい

ては図－5のALIDによる液状化層厚-残留変位の解析結

果を踏まえて判断した. 

 

 

６.まとめ 

 

 上部工については被災事例と解析により専用橋の弱

点箇所を抽出し,耐震性能評価の手順を整理した結果,

専用橋全体の71％を占める標準化された4種専用橋につ

いては橋種,橋長,添架管路条数から耐震耐力の判定が

可能となった.さらに52％を占める圧延鋼桁橋は小規模

であるため地震動に対して十分な耐力を有しているこ

とも分かった.耐震対策は第三者被害に対するフェール

セーフも踏まえて実施する必要があるが,今回の検討結

果により対策実施範囲の絞り込み,優先順位の決定が効

果的に実施可能となった. 

 下部工については被災事例とALIDによるシュミレー

ション結果から検討ポイントを橋台背面側の沈下に絞

込みを行った.さらに被災事例と解析によって沈下量と

被災の関係を求め,専用橋の７割に使用されているＰＳ

伸縮継手の許容沈下量を30cmとした.下部工の耐震対策

 

図-6 沈下に伴う管路の抜き出し解析モデル 

図-7 沈下に伴う管路の抜け出し長 
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は交通環境,コストから実施が困難な場合もある.しか

し,被災時における通信の確保を責務として可能な手段

を用いて対策を実施して行く予定である. 

 現在,今回の検討結果を基に耐震対策実施箇所を選定

中であり,今後優先順位の高い箇所から順次対策が行わ

れる予定である. 
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SEISMIC MEASUREMENT OF COMMUNICATION BRIDGE 

 
 NTT Access Network Service Systems Laboratories 

 
Communication Bridge is an essential facility which cables are integrated to hold in. Seismic 
measurement of the Bridge is, therefore, should be done with priority as a damaged bridge may cause 
huge influence against communication traffic or others in the worst case such as the Bridge fell. In this 
paper, the evaluation process for each bridge to carry easily is shown by defining of seismic ability and 
evaluation flow of it to correspond to some 4500 bridges efficiently in Japan 
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